
 

 

1｜               ｜ニッセイ基礎研レポート 2024-03-15｜Copyright ©2024 NLI Research Institute All rights reserved 

 
 

運動習慣が健康の維持・増進に良いことが知られている。しかし、国が定める"運動習慣"がある人

の割合は、横ばいか、やや悪化していることが課題となっている。現役世代においては、仕事や家事

が忙しく、運動するための時間がとれないことが理由の 1つとなっている。 

2020年以降は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のために、不要不急の外出の自粛が呼び

かけられ、休校になった子どもや、在宅勤務になった就労者が多かった。通学や通勤のための外出機

会すら減り、運動不足を自覚する人が増え、「コロナ太り」などの言葉が生まれたほか、子どもの運動

不足や体力低下が懸念されるようになった1。 

こういった生活の中、改めて健康習慣や運動習慣の見直しを行ったり、自分で時間をコントロール

できるようになったことで運動を始めた人もいたようだ。少人数制やオンラインによる筋トレ・フィ

ットネスへの関心が高まったほか、2020年にはランナー人口が過去最多となった2という。 

コロナ禍を経て、運動習慣は定着したのだろうか。 

 

1――コロナ禍前 ～運動習慣がある割合は、2019年時点で、国の目標に達していない 

 

運動習慣をもつ割合について、国による国民の健康づくり対策である健康日本 21（第二次）では、

2022年度に 1回 30分以上の運動を週 2回以上実施し、1年以上継続している者の割合を、20～64歳

の男性 36％、女性 33％、65歳以上の男性 58％、女性 48％にすることを目標としてきた。2022年 10

月に公表された最終報告書によれば、2019年度時点で 20～64歳の男性 24.1％、女性 16.5％、65歳以

上の男性 41.5％、女性 33.8％（いずれも年齢調整値）で目標に到達しなかった。ただし、この評価に

使われた調査は、厚生労働省の「国民健康・栄養調査」の 2019年結果である。コロナ禍の影響で、2020

 
1  日本経済新聞（2021年 4月 25日）「子どもの体力、二極化進む恐れ コロナ禍で運動機会減」等 
2 日経ヴェリタス 2023年 2月 23日「ランナー人口が過去最高、シューズなど関連製品も人気快走 ランニング・筋トレ市

場（上）」によると、笹川スポーツ財団が 2年に一度実施している調査で、ジョギングやランニングをする人口（年 1回

以上）は 2020年に推計 1055万人と過去最高を更新した。頻度を「月 2回以上」に上げても 724万人、「週 1回以上」で

も 579万人で、いずれも過去最高となった。コロナ禍で宴席や旅行などの機会が減り、代わりに「走る」ことを楽しむ人

が増えたことが一因とされている。 
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年以降調査が中止されており、コロナ禍を受けて、現在の運動実施状況がどうなっているかはわから

ない。 

スポーツ庁による「スポーツの実施状況等に関する世論調査」でも、運動やスポーツの実施頻度等

について調べており、コロナ前後も調査が実施されている。厚生労働省の国民健康・栄養調査とは、

調査対象も、質問方法も異なるため、単純に比較することはできないが3、本稿では、スポーツ庁によ

る「スポーツの実施状況等に関する世論調査4」の結果を使って、コロナ禍前後で運動実施状況にどの

ような変化があったかを概観したい。 

 

 

2――コロナ禍前後の運動・スポーツ実施状況 

 

1｜運動・スポーツ実施頻度 ～非実施者が増加したが、週 5以上実施者の増加 

運動・スポーツを実施した頻度（年間日数）5について、2018～2022年の推移を図表 1に示す。 

まず、運動・スポーツを年 1回でも実施した割合は、2018年から 2019年にかけて 80％弱だったが、

コロナ禍 1年目にあたる 2020年には 80％を超えた。2021年以降は、2年連続して低下し、2022年は

2018年よりも低くなっており、運動非実施者がこの 5年間で最多となった。 

 

 

図表 1 運動・スポーツを実施した頻度（年間日数）の推移 

 
（出典）スポーツ庁「スポーツの実施状況等に関する世論調査」各年（学生は除いた） 

 

  

 
3  厚生労働省「2019年度国民健康・栄養調査」によると、運動習慣あり（に 1回 30分以上の運動を週 2回以上実施し、1

年以上継続している者）の割合は、20～64歳男性 24.1％（年齢調整前 23.5％）、女性 16.5％（年齢調整前 16.9％）、65歳

以上男性 41.5％（年齢調整前 41.9％）、女性 33.8％（年齢調整前 33.9％）である。スポーツ庁「スポーツの実施状況等に

関する世論調査」によると、1年以上継続した運動・スポーツの日数、スポーツ実施率（汗をかく運動を 30分以上）の割

合は、20～64歳男性 25.7％、女性 18.6％、65歳以上男性 44.5％、女性 41.6％だった。 
4  18～79歳男女を対象とするインターネット調査。回収数は、2018～2021年までは 20000件、2022年は 40000件で、全国

を 12地域に区分し、人口構成比に従って回収している。毎年 11～12月頃に実施。その他調査の詳細は、スポーツ庁「ス

ポーツの実施状況等に関する世論調査（各年）」のページを参照のこと。

（https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/toukei/chousa04/sports/1381922.htm、2024年 3月 8日アクセス）。 
5  週に 5日以上（年 251日以上）／週に 3日以上（年 151～250日）／週に 2日以上（年 101～150日）／週に 1日以上（年

51～100日）／月に 1～3日（年 12～50日）／3か月に 1～2日（年 4～11日）／年に 1～3日／実施していない／わから

ない、の 9つの選択肢が提示されているが、ここでは、4つに区分しなおした。 
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運動・スポーツ実施者の実施頻度に着目すると、週 5日以上（年 251日以上）の割合は、2018年か

ら 2019年にかけて 12％強だったが、2020年以降は 14～16％と高くなった。 

年齢群別にみても同じような傾向があり、コロナ禍で一時的に歯止めがかかったものの、2018年か

ら見ると、2022年に運動実施者の割合は低下していた（図表略）。その一方で、週 5日以上（年 251

日以上）運動を実施している割合は 2020年以降で高くなっており、各年齢群で週 5日ペースで運動を

実施する人と、運動をしない人の二極化が起きていると考えられる。 

 

 

2｜コロナ禍の影響 

～2020年には就労者、若年、高収入層で運動増加。非就労者、高年齢、低収入層で運動減少。 

続いて、前年と比べて運動・スポーツを実施する頻度がどのように変化したかについて尋ねた結果

を図表 2に示す。年によって変動はあるものの 2018～2022年にかけて「減った」が「増えた」を常に

上回っていた。 

2018年からの推移をみると、「増えた」の割合が最も高かったのは 2020年だった。また「減った」

の割合が最も高かったのも 2020年だった。コロナ禍による生活の変化や外出自粛の影響は、個々の生

活に応じて運動をする方向にも、運動をしない方向にも影響があったと考えられる。「増えた」も「減

った」も 2021年は 2020年と比べて低下し、2022年に「増えた」はさらに低下したのに対し、「減っ

た」は横ばいとなった。2021年以降は、2020年のような大きな変化はなく、2020年のペースがおお

むね続いているようだ。 

 

 

図表 2 前年と比べて運動・スポーツを実施する頻度の変化 

 
（出典）スポーツ庁「スポーツの実施状況等に関する世論調査」各年（学生は除いた） 

 

 

もっともコロナ禍の影響が大きかったと思われる 2020年について、運動・スポーツを実施する頻度

の前年との変化を性別の就労・非就労、年齢群、世帯年収別にみると、いずれも「減った」が「増え

た」を上回っていた（図表 3）。セグメント別に見ると、男女とも就労者で「増えた」が高く、非就労

で「増えた」が低く、就労者で運動実施の増加が顕著だったと考えられる。年齢では若いほど、「増え

た」が高かった。34歳以下では「増えた」だけでなく「減った」も全体より高く、他の年代と比べて

コロナ禍で運動習慣への影響が大きかったようだ。世帯年収では年収が高いほど「増えた」の割合が

高い傾向があり、「収入なし・100万円未満」では「減った」が高かった。 
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図表 3 前年と比べて運動・スポーツを実施する頻度の変化（2020年調査） 

 
（注） 「増えた」「減った」それぞれ全体と比べて差がある場合に±をつけた（有意水準 5％） 

（出典）スポーツ庁「スポーツの実施状況等に関する世論調査」2020年（学生は除いた） 

 

 

 2020年は、全体としては「減った」が多かったが、相対的に若い就労世代と世帯年収が比較的高い

人で「増えた」が多い傾向があった。 

 

 

3｜増えた理由・減った理由  

～2020年には、コロナによるスポーツの必要性に対する意識の変化で運動増減。仕事が忙しくなくな

ったことで増加、場所や施設がないことで減少 

運動・スポーツ等の実施が増えた人の増えた理由、および減った人の減った理由について 2018年か

らの推移をそれぞれ図表 4、図表 6に示す。 

増えた理由としては、2020年に「コロナウィルス感染症対策によるスポーツの必要性に対する意識

の変化」が回答の選択肢として追加され、2020年と 2021年は、これが最も高かった。この理由以外

では、「仕事が忙しくなくなったから」が高く、次いで、年によって順位は変動するが「健康になった

から」「場所や施設ができたから」「仲間ができたから」「運動・スポーツが好きになったから」等が続

いた。 

コロナ禍に注目して、2020年前後の変化が大きいものをみると、「仕事が忙しくなくなったから」

は 2020年に上昇した。コロナ禍における外出自粛や在宅勤務の推奨にともない、通勤や出勤準備に使

う時間が短縮できるなど、時間に余裕ができた可能性がある。「コロナウィルス感染症対策によるスポ

ーツの必要性に対する意識の変化」とともにコロナ禍の影響があると考えられ、図表 1等に示したと

おり運動実施者の増加につながったと考えられる。「場所や施設ができたから」「仲間ができたから」

「運動・スポーツが好きになったから」は 2020年に減少しており、コロナ禍によって、スポーツ施設

等が感染拡大を抑止するために閉鎖する等、2019年以前のように仲間と一緒に、あるいは施設等で、

運動・スポーツを楽しむ環境ではなかったことから、これらの理由で運動・スポーツの実施が増えた

割合が 2019年以前よりも低くなっていると考えられる。2021年以降は、2020年より上昇しているが、

2019年以前の水準には届いていない。「健康になったから」も 2020年に低下した。この理由は比較的

年齢が高い層に多く、体調にあわせて運動を実施している場合、2019年以前であれば体調が良い時は

運動を増やしていた人も、2020年には増やしにくかった可能性がある。この理由は、2021年以降増加

し、2022年調査では 2019年以前にかなり近くなっている。 

 

＋
ー

＋
ー

＋
＋

ー
ー ー ー

＋ ＋ ＋

ー ＋ ＋
ー

＋
＋

0

10

20

30

40

全
体

男
性
就
労

男
性
非
就
労

女
性
就
労

女
性
非
就
労

～
３
４
歳

３
５
～
４
９
歳

５
０
～
６
４
歳

６
５
～
７
９
歳

収
入
な
し
・

１
０
０
万
円
未
満

１
０
０
～
３
０
０

万
円
未
満

３
０
０
～
５
０
０

万
円
未
満

５
０
０
～
７
０
０

万
円
未
満

７
０
０
～
１
０
０
０

万
円
未
満

１
０
０
０
万
円

以
上

増えた 減った

％



 

 

5｜               ｜ニッセイ基礎研レポート 2024-03-15｜Copyright ©2024 NLI Research Institute All rights reserved 

図表 4 運動実施日数が増えた人の増えた理由 

 
（出典）スポーツ庁「スポーツの実施状況等に関する世論調査」各年（学生は除いた） 

 

 

増えた理由として 2020年に高くなっていた「仕事が忙しくなくなったから」と「コロナウィルス感

染症対策によるスポーツの必要性に対する意識の変化」について、性別の就労・非就労、年齢、世帯

収入別にみると、「仕事が忙しくなくなったから」は男性就労者、34歳以下で高く、「コロナウィルス

感染症対策によるスポーツの必要性に対する意識の変化」は女性就労者、50～64歳、世帯年収 1000

万円以上で高かった（図表 5）。 

 

 

図表 5 増えた理由として「仕事が忙しくなくなったから」と「コロナウィルス感染症対策によるスポー

ツの必要性に対する意識の変化」を回答した割合（2020年調査） 

 
（注） それぞれ全体と比べて差がある場合に±をつけた（有意水準 5％） 

（出典）スポーツ庁「スポーツの実施状況等に関する世論調査」2020年（学生は除いた） 

 

 

現在、運動習慣がない理由として、仕事や家事が忙しく、運動するための時間がとれないことがあ

げられるが、コロナ禍で仕事が減ったり、在宅勤務の導入によって通勤時間が減る等して、比較的若

い人や就労者では運動の時間を作った可能性が考えられる。 

続いて、運動・スポーツの実施が減った理由としても、2020年に「コロナウィルス感染症対策によ

るスポーツの必要性に対する意識の変化」が選択肢として追加されたが、いずれの年も「仕事や家事

が忙しいから」が最も高かった。次いで、年によって順位は変動するが「年をとったから」「面倒くさ

いから」「コロナウィルス感染症対策によるスポーツの必要性に対する意識の変化」が続いた。 
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図表 6 運動実施日数が減った人の減った理由 

 
（出典）スポーツ庁「スポーツの実施状況等に関する世論調査」各年（学生は除いた） 

 

 

2020年に高くなっているのは、「場所や施設がないから」と「コロナウィルス感染症対策によるス

ポーツの必要性に対する意識の変化」で、コロナ禍の影響が見られた。 

 

 

図表 7 減った理由として「コロナウィルス感染症対策によるスポーツの必要性に対する意識の変化」を

回答した割合（2020年調査） 

 

 
（注） それぞれ全体と比べて差がある場合に±をつけた（有意水準 5％） 

（出典）スポーツ庁「スポーツの実施状況等に関する世論調査」2020年（学生は除いた） 

 

 

減った理由のうち、「仕事や家事が忙しいから」「年をとったから」をはじめ、多くの理由で 2020

年にいったん低下した後、2021年以降はまた上昇をしていたが、「場所や施設がないから」「仲間がい

ないから」「お金に余裕がないから」等は、2022年には 2020年をさらに下回っていた。 

「コロナウィルス感染症対策によるスポーツの必要性に対する意識の変化」も 2020年以降低下して

いるが、2022年時点でもなお、減った理由としてあげられていることから、今もコロナ禍による影響

が続いていた。 

減った理由として 2020年に高くなっていた「コロナウィルス感染症対策によるスポーツの必要性に

対する意識の変化」について、性別の就労・非就労、年齢、世帯収入別にみると、男女の非就労者、

50歳以上、世帯年収が 1000万円以上で高かった（図表 7）。年齢層が高い人で割合が高くなっている
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ことから、高年齢者で重症化リスクが高いとされていたことによって、比較的年齢が高い層が運動と

運動に伴う感染リスクを避けた様子がうかがえる。 

 

 

3――成人でも運動実施・非実施が二極化している 

 

以上のとおり、コロナ禍前後で運動実施状況をみた結果、運動をしている人の割合は、コロナ禍で

一時的に歯止めがかかったものの、2018年から見ると、2022年に運動実施者の割合は低下していた。

その一方で、週 5日以上（年 251日以上）運動を実施している割合は 2020年以降で高くなっており、

各年齢群で週 5日ペースで運動を実施する人と、運動をしない人の二極化が起きていると考えられた。 

子どもについては、従前より、運動時間が週 60分（1日 8分）未満の子と、週 420分（1日 60分）

以上の子がいて、運動時間や体力が二極化していることが指摘されてきた6。コロナ禍においては、感

染拡大抑止のために活動が制限され、体力評価が低い児童や運動が苦手な児童ほど外遊び時間が減っ

ていたことが確認された。体力や運動について全体的な低下とともに二極化傾向が問題視されており、

それをコロナ禍が強く助長した可能性が指摘されている。今回紹介とおり、成人においても二極化が

起きている可能性があった。 

成人においても、運動の好き・嫌いによる影響はあると考えられるが、それ以外に年齢や仕事環境

もかかわっている可能性がある。男女とも就労者で「増えた」が高かった。男性就労者は「仕事が忙

しくなくなったから」が、女性就労者は「コロナウィルス感染症対策によるスポーツの必要性に対す

る意識の変化」が高く、2020年は在宅勤務の推奨が行われた結果、通勤時間の削減や、自分で時間を

コントロールできるようになり、運動の時間を確保するようになったことが考えられる。また、相対

的にコロナ重症化リスクが高いとされる高齢層でコロナ禍を理由に運動が減った人もいた。 

コロナ禍による日常生活の変化にともない、比較的若い勤め人等では、運動習慣は定着しつつある

と思われる。今回の調査でみたとおり、スポーツの必要性に対する意識の変化や、仕事環境の変化に

よる影響だったと考えられることから、意識の変化や仕事環境の変化によって仕事に忙しい世代でも

運動習慣をつけることが可能であることが確認できたとも言える。しかし、全体でみれば、運動習慣

をもつ人の割合は 2019年より低下している。さらに、コロナ禍を理由に運動を減らしてしまった高齢

者がいる。コロナ禍で運動を増やせたのが、自分でコントロールできる時間がある人や体力面で恵ま

れている人だけだったとすれば、国全体の運動政策としては課題が残るだろう。 

 
6  例えば、スポーツ庁Web広報マガジン DEPORTARE（2018年 3月 27日）「～子供の運動習慣における課題とは～ 「二

極化」の改善に取組む「体育」の優良事例をレポート！

（https://sports.go.jp/special/case/childrens-habit-of-physical-activity.html、2024年 3月 8日アクセス）」等 

https://sports.go.jp/special/case/childrens-habit-of-physical-activity.html

